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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 　
第３期
第１四半期
連結累計期間

第４期
第１四半期
連結累計期間

第３期

会計期間 　
自　平成24年９月１日
至　平成24年11月30日

自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日

自　平成24年９月１日
至　平成25年８月31日

売上高 （千円） 344,109 357,629 1,456,089

経常利益 （千円） 5,658 8,152 27,334

四半期(当期)純利益 （千円） 7,731 7,117 42,069

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 7,731 7,117 42,069

純資産額 （千円） 267,896 419,362 401,282

総資産額 （千円） 610,539 749,672 660,246

１株当たり四半期(当期)純利益

金額
（円） 0.15 0.13 0.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額
（円） 0.15 － －

自己資本比率 （％） 43.7 55.2 60.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第３期及び第４期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は

存在するものの、希薄化効果を有していないため記載しておりません。

　　　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項

（セグメント情報等） セグメント情報」の「当第１四半期連結累計期間 ２．報告セグメントの変更等に関する事

項」をご参照ください。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　
(1)　業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、デフレ脱却を目指した財政金融政策の期待感によって緩やか

な景気回復の兆しが見られるものの、欧州経済の長期低迷、新興国経済の景気減速等が懸念される等、企業を取り

巻く環境は依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループを取り巻く環境といたしましては、当社の100％子会社である株式会社SBY（以下、SBY）が展開す

るビジネスアライアンス事業とコンセプトマーケティングショップ事業は、Ｃ２（13～19歳）及びＦ１（20～34

歳）層の女性を主にターゲットとしております。当市場の多くは独身者であり時間のゆとりがあること、また、家

族世帯者より自由に消費に使える金額が多いため、景気悪化の影響を受けにくく、かつ流行に敏感な市場でもあり

ます。

このような環境の中、当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は357百万円（前年同四半期比3.9％

増）、経常利益は８百万円（前年同四半期44.1％増）、四半期純利益は７百万円（前年同四半期7.9％減）とな

り、前期から引き続き、SBYが展開する事業が安定した収益を確保していることと、継続的なコスト削減の実施に

より、安定的に経常黒字を達成しております。

　

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの概況は以下のとおりであります。

　

ビジネスアライアンス事業におきましては、独自に収集分析したトレンド情報を活用し、商品をC2及びF1層の

女性に向けて販売したい企業様を総合的にプロデュースするプラットフォームを提供しております。

当第１四半期連結累計期間の主な実績といたしまして、総合アパレルブランド「GROWZE LOS ANGELES」の大阪

の心斎橋オーパ本館への出店に関するプロデュースを行いました。心斎橋は大阪を代表する繁華街の１つで、

ファッションに敏感な女性が多く集まり、多くの集客を見込めるエリアとなっております。「GROWZE LOS

ANGELES」の大阪展開の中心店の１つとして、売上を取れるようプロモーション等を行ってまいります。また、

株式会社サンクレストと業務提携し発売している携帯アクセサリーブランド「iDress GIRLSi」におきまして、

iPhone5s/5c向けの新商品を発売しました。日本国内におきましても、携帯通信キャリアの国内最大手NTTドコモ

がiPhone5s/5cの取り扱いに参入したことからも、バックカバー・フィルム・イヤホンジャック等の付帯商品の

需要がさらに高まることが予想されます。SBYでは、徹底したデザインマーケティングと商品クオリティ、イ

メージモデルの起用や雑誌やソーシャルメディアを活用したプロモーションにより、現在全国2,000 店舗以上の

家電量販店、バラエティストア、専門店等で販売されております。

また、SBYが商標登録をしているコスメ総合ブランド「Diamond Beauty」の商品をアジア戦略として台湾・シ

ンガポールの商業施設等へ卸売を行っており、台湾での取扱施設は100店舗超となりました。さらに、つけまつ

げ業界TOPクラスのつけまつげブランド「Diamond Lash」の新シリーズとして、ファッション誌「JELLY」の人気

モデル「山本優希」による初のモデルプロデュースシリーズが発売されました。数年前まで、つけまつげ市場の

購買層は10代～20代の女性が中心に動いており、商品も目をよりインパクトを与える商品が多く流通しておりま

したが、最近のつけまつげはより自然に目を可愛く、綺麗に見せる商品が多く流通するようになり、購買層も広

がって来ました。「Diamond Lash」の今後の新たな展開として、20代～40代の主婦層、OL層をターゲットとした

購買層の拡大を図るため接点を更に強化し、新たな販売チャネルを獲得していきます。

この結果、ビジネスアライアンス事業の売上高は223百万円、営業利益は66百万円となりました。
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コンセプトマーケティングショップ事業につきましては、日本を代表する流行最先端都市「渋谷」＝SBY

（SHIBUYA）をブランドネームとし、その中核店舗は「アタラシモノ発見☆カフェ」をコンセプトにSHIBUYA109で

運営しております。また、SBYではコスメショップ「WoMANiA」を「SBY SHIBUYA109店」及び「WoMANiA梅田オーパ

店」にて展開しております。

同事業は単なる店舗販売事業ではなく、最先端の情報が揃う店舗型の情報発信スペースであり、流行に敏感な女

性の心を掴み、夢中にさせる総合エンターテインメントを追求することにより、SBYから生まれた情報・商品がメ

ディアや流通等のインフラに乗り、全国へ/世界へ発信されております。

出退店につきましては、出店、退店ともありませんでしたが、いずれの店舗も堅調に推移しております。なお、

当第１四半期連結会計期間末における当社の店舗数は直営店４店舗、FC店２店舗となっております。

当サービスが取り扱う商品の多くは低価格帯であり、主要顧客が若年層女性であることから景気悪化の影響を受

けにくいサービスであります。

この結果、コンセプトマーケティングショップ事業の売上高は134百万円、営業利益は10百万円となりました。

　

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更し、従来の「サービス事業」を「ビジネスアラ

イアンス事業」と「コンセプトマーケティングショップ事業」に区分しております。　　

 

(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末から89百万円増加し、749百万円となりまし

た。これは現金及び預金が79百万円、売掛金が６百万円増加したことなどによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末から71百万円増加し、330百万円となりまし

た。これは有利子負債が38百万円、前受金が28百万円増加したことなどによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末から18百万円増加し、419百万円となりまし

た。これは新株予約権の行使により資本金及び資本剰余金がそれぞれ２百万円、利益剰余金が７百万円、新株予約

権が５百万円増加したことなどによるものです。　

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　

(4)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 184,000,000

計 184,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 53,943,601 54,198,601
東京証券取引所

（マザーズ）

 完全議決権株式であ

り、株主としての権利

内容に制限のない、標

準となる株式でありま

す。単元株式数は100株

であります。　

計 53,943,601 54,198,601 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期連結会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　第４回行使価額固定型新株予約権（第三者割当）　

 決議年月日 平成25年10月15日

新株予約権の数（個） 20,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり60円（注）２

新株予約権の行使期間
平成25年11月１日から

平成27年10月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額
（注）３

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部は行使できない

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会

による承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）1. 本新株予約権の目的となる株式の数

（1）本新株予約権の目的である株式総数は、2,000,000株とする（本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、以下（2）乃至（4）により割当株式数が調整

される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとす

る。

EDINET提出書類

株式会社コネクトホールディングス(E24998)

四半期報告書

 5/28



（2）当社が下記（注）2の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整され

る。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び

調整後行使価額は、下記（注）2に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整

されるものとする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

（3）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る（注）2欄(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（4）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、注記2欄(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

2. 新株予約権の行使時の払込金額

（1）当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）を

もって行使価額を調整する。

　 　 　 　
既発行

株式数 ＋

新発行・処分

株式数
×
1株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数

(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する

当社普通株式を処分する場合（無償割当による場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交

付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併によ

り当社普通株式を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当の場合は

その効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当を受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株

式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合。

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当

日）以降又は（無償割当の場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当を受ける権利を与

えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整

後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締

役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行使価額

は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認

があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普

通株式を追加的に交付する。　

EDINET提出書類

株式会社コネクトホールディングス(E24998)

四半期報告書

 6/28



株式数 ＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数　

調整後行使価額　

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整す

る場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を

使用する。

(4）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の場合

は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の株式会社東京証券取引所（その業務を承継する金

融商品取引所を含む。以下「取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値

のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を四捨五入する。

「取引日」とは、取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、取引所において当社普通株式のあ

らゆる種類の取引停止又は取引制限があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合は

その日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における

当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。ま

た、上記第(2）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社

が有する当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(5）上記第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額並びにその適用開始日その他必

要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を

行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

3. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求にかかる各本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額

を、上記注（1）欄記載の株式の数で除した額とする。但し、上記注（1）欄第2項乃至第4項及び上記注

（2）欄によって調整が行われることがある。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の定め

るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生

じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する

資本金の額を減じた額とする。
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②　第５回行使価額固定型新株予約権（第三者割当）　

 決議年月日 平成25年10月15日

新株予約権の数（個） 20,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,000,000（注）1

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり66円（注）2

新株予約権の行使期間
平成25年11月１日から

平成27年10月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額
（注）3

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部は行使できない

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会

による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）1. 本新株予約権の目的となる株式の数

（1）本新株予約権の目的である株式総数は、2,000,000株とする（本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、以下（2）乃至（4）により割当株式数が調

整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものと

する。

（2）当社が下記（注）2の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整され

る。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及

び調整後行使価額は、下記（注）2に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調

整されるものとする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

（3）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る（注）2欄(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（4）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、注記2欄(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

2. 新株予約権の行使時の払込金額

（1）当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）を

もって行使価額を調整する。

　 　 　 　
既発行

株式数 ＋

新発行・処分

株式数
×
1株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数
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(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する

当社普通株式を処分する場合（無償割当による場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交

付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併によ

り当社普通株式を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当の場合は

その効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当を受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株

式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合。

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当

日）以降又は（無償割当の場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当を受ける権利を与

えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整

後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締

役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行使価額

は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認

があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普

通株式を追加的に交付する。

株式数 ＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数　

調整後行使価額　

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整す

る場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を

使用する。

(4）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の場合

は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の株式会社東京証券取引所（その業務を承継する

金融商品取引所を含む。以下「取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

「取引日」とは、取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、取引所において当社普通株式のあ

らゆる種類の取引停止又は取引制限があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合は

その日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日におけ

る当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とす

る。また、上記第(2）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日にお

いて当社が有する当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。
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(5）上記第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額並びにその適用開始日その他必

要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を

行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

3. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求にかかる各本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額

を、上記注（1）欄記載の株式の数で除した額とする。但し、上記注（1）欄第2項乃至第4項及び上記注（2）

欄によって調整が行われることがある。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の定め

るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じ

る場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資

本金の額を減じた額とする。

　

③　第６回行使価額固定型新株予約権（第三者割当）　

 決議年月日 平成25年10月15日

新株予約権の数（個） 19,750

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,975,000（注）1

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり75円（注）2

新株予約権の行使期間
平成25年11月１日から

平成27年10月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額
（注）3

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部は行使できない

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会

による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）1. 本新株予約権の目的となる株式の数

（1）本新株予約権の目的である株式総数は、1,975,000株とする（本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数

（以下「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、以下（2）乃至（4）により割当株式数が調

整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものと

する。
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（2）当社が下記（注）2の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整され

る。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及

び調整後行使価額は、下記（注）2に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調

整されるものとする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

（3）調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る（注）2欄(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（4）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、注記2欄(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

2. 新株予約権の行使時の払込金額

（1）当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）を

もって行使価額を調整する。

　 　 　 　
既発行

株式数 ＋

新発行・処分

株式数
×
1株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数

(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めると

ころによる。

①下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する

当社普通株式を処分する場合（無償割当による場合を含む。）（但し、新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交

付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併によ

り当社普通株式を交付する場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当の場合は

その効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当を受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株

式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合。

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使

されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当

日）以降又は（無償割当の場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当を受ける権利を与

えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）

の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整

後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。
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⑤本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、且つ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締

役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行使価額

は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認

があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普

通株式を追加的に交付する。

株式数 ＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数　

調整後行使価額　

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(3）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、

行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整す

る場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を

使用する。

(4）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、本項第(2)号⑤の場合

は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の株式会社東京証券取引所（その業務を承継する

金融商品取引所を含む。以下「取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

「取引日」とは、取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、取引所において当社普通株式のあ

らゆる種類の取引停止又は取引制限があった場合には、当該日は「取引日」にあたらないものとする。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合

はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日にお

ける当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とす

る。また、上記第(2）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日にお

いて当社が有する当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(5）上記第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。

③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額並びにその適用開始日その他必

要な事項を書面で通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を

行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

3. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求にかかる各本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額

を、上記注（1）欄記載の株式の数で除した額とする。但し、上記注（1）欄第2項乃至第4項及び上記注

（2）欄によって調整が行われることがある。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の定め

るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生

じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する

資本金の額を減じた額とする。
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④　第７回新株予約権　

 決議年月日 平成25年10月15日

新株予約権の数（個） 25,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,500,000（注）1

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり63円（注）2

新株予約権の行使期間
平成26年10月16日から

平成40年10月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額
（注）3

新株予約権の行使の条件 （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会

による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）5

（注）1. 本新株予約権の目的となる株式の数

本新株予約権の目的である株式総数は、2,500,000株とする（新株予約権１個当たりの目的となる株式数

は、100株とする。）。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以

下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本

新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調

整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるも

のとする。

2. 新株予約権の行使時の払込金額

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
　1

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。

　 　 　 　
既発行

株式数 ＋

新規発行

株式数
×
1株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の1株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。

3. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

（1）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

（2）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）記載の資本

金等増加限度額から、上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

4. 新株予約権の行使の条件　

（1）新株予約権者は、平成26年８月期の監査済みの当社連結損益計算書（以下、「当社連結損益計算書」とい

い、連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）における営業利益が黒字化達成の場合にのみ本新

株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要

な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

（2）①上記（1）の行使の条件を達成した場合において権利行使期間中に、東京証券取引所における当社株式の

普通株式の普通取引終値が一度でも行使価額の200％である126円を上回った場合、当該時点以降、新株

予約権者は残存する全ての新株予約権を当初行使価額（ただし、上記（注）2に基づき調整されるもの

とする）で３年以内に行使しなければならないものとする。

②新株予約権者は、当社普通株式の普通取引終値が、本新株予約権の発行に係る当社取締役会決議の前営

業日の当社普通株式の普通取引終値の105％である63円（以下「前提株価」という。）に対し、平成25年

10月30日から平成40年10月15日までの期間について前提株価の50％（１円未満の端数は切り捨てる。）

を一度でも下回った場合、上記①の行使の条件を満たしている場合でも、行使を行うことはできないも

のとする。

5. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注）2に準じて決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（注）2で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記5（3）に従って決

定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとす

る。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（注）3に準じて決定する。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。
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（8）その他新株予約権の行使の条件

上記（注）4に準じて決定する。

（9）新株予約権の取得事由及び条件

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）4に定める規定により本新株予約権の行使ができな

くなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（10）新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年９月１日～

平成25年11月30日

（注）　

95,000 53,943,601 2,867 384,367 2,867 374,367

（注）新株予約権の行使による増加であります。　

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成25年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 53,847,600 538,476

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

制限のない、標準となる

株式であります。単元株

式数は100株でありま

す。

単元未満株式  普通株式　 　1,001 － －

発行済株式総数    53,848,601 － －

総株主の議決権 － 538,476 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数103個が含まれております。

　　　２．当第１四半期会計期間において、新株予約権の行使による株式の発行（95,000株）により、当第１四半期会計

期間末日現在の発行済株式総数は、53,943,601株となっております。　

　

②【自己株式等】

該当事項はありません。　

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　　

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年９月１日から平成

25年11月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年９月１日から平成25年11月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第３期連結会計年度　　　　北摂監査法人

　第４期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　アーク監査法人　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 110,666 190,393

売掛金 78,148 84,764

商品及び製品 103,909 107,559

未収入金 52,031 42,135

繰延税金資産 18,353 18,353

その他 29,295 49,472

貸倒引当金 △8,915 △8,733

流動資産合計 383,489 483,945

固定資産

有形固定資産 70,528 66,786

無形固定資産

のれん 63,861 57,681

その他 16,218 16,607

無形固定資産合計 80,080 74,289

投資その他の資産

長期未収入金 56,787 52,527

長期貸付金 1,482 4,058

敷金及び保証金 65,498 65,498

繰延税金資産 1,117 1,117

その他 1,890 2,050

貸倒引当金 △629 △603

投資その他の資産合計 126,147 124,650

固定資産合計 276,756 265,726

資産合計 660,246 749,672

負債の部

流動負債

買掛金 59,673 75,467

短期借入金 37,000 15,000

1年内返済予定の長期借入金 38,676 52,006

未払金 51,173 34,399

前受金 17,137 46,135

未払法人税等 2,041 1,954

その他 2,692 7,775

流動負債合計 208,393 232,738

固定負債

長期借入金 48,570 95,571

その他 2,000 2,000

固定負債合計 50,570 97,571

負債合計 258,963 330,309
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 381,500 384,367

資本剰余金 387,498 390,366

利益剰余金 △367,716 △360,599

株主資本合計 401,282 414,134

新株予約権 － 5,227

純資産合計 401,282 419,362

負債純資産合計 660,246 749,672
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成24年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

売上高 344,109 357,629

売上原価 157,066 154,926

売上総利益 187,043 202,702

販売費及び一般管理費 171,697 187,419

営業利益 15,345 15,283

営業外収益

受取利息 143 34

貸倒引当金戻入額 － 209

設備賃貸料 1,311 －

償却債権取立益 － 1,200

その他 2,412 51

営業外収益合計 3,867 1,495

営業外費用

支払利息 1,555 688

支払手数料 10,955 7,531

その他 1,044 407

営業外費用合計 13,554 8,626

経常利益 5,658 8,152

特別利益

関係会社株式売却益 23,328 －

特別利益合計 23,328 －

特別損失

減損損失 8,393 －

事務所移転費用引当金繰入額 7,950 －

事業整理損 4,025 －

特別損失合計 20,368 －

税金等調整前四半期純利益 8,617 8,152

法人税等 886 1,035

少数株主損益調整前四半期純利益 7,731 7,117

四半期純利益 7,731 7,117
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年９月１日
　至　平成24年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年９月１日
　至　平成25年11月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 7,731 7,117

四半期包括利益 7,731 7,117

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,731 7,117

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

　

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

　

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に見積実効税率を乗じております。但し、見

積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しており

ます。

　 

（追加情報）

該当事項はありません。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成24年９月１日
至 平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成25年９月１日
至 平成25年11月30日）

減価償却費 5,057千円 5,064千円

のれんの償却額 6,180 6,180

　

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日）

１．配当に関する事項

 該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

 平成24年９月３日から平成24年11月８日までの間に、Brillance Hedge Fund(ブリランス・ヘッジ・ファン

ド)、Brillance Multi Strategy Fund(ブリランス・マルチ・ストラテジー・ファンド)及びアルバース証券株

式会社による新株予約権行使がありました。

 また、当社の連結子会社であった株式会社コネクトテクノロジーズを第１四半期連結会計期間より連結の範

囲から除外したことに伴い、利益剰余金が増加し、資本剰余金が減少しております。　

 この結果、当第１四半期連結会計期間において、資本金が70,700千円、利益剰余金が7,290,782千円増加し、

資本剰余金が7,222,532千円減少しております。　
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当第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

１．配当に関する事項

 該当事項はありません。

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間（自　平成24年９月１日　至　平成24年11月30日）

平成24年３月６日にエンタテインメント事業を営む株式会社ゲットバック・エンタテインメントの全株式、及び平

成24年９月１日にシステムソリューション事業並びに環境エネルギー事業を営む株式会社コネクトテクノロジーズの

全株式を譲渡したことから、当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、サービス事業の単一セグメントと

なったため、記載を省略しております。

また、当第１四半期連結会計期間より、従来の「物販事業」から「サービス事業」へとセグメントの名称を変更し

ております。なお、当該変更はセグメントの名称変更のみであり、事業区分の方法に変更はありません。　

　

Ⅱ．当第１四半期連結累計期間（自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 
ビジネスアライ
アンス事業

コンセプトマー
ケティング
ショップ事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 223,241 134,387 357,629　 － 357,629　

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－　 －　 －　 －　 －

計 223,241　 134,387　 357,629　 －　 357,629　

セグメント利益 66,427　 10,614　 77,041　 △61,758　 15,283

（注）１．セグメント利益の調整額△61,758千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△61,758千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、前連結会計年度末においては、サービス事業の単一セグメントでありましたが、当第１四半

期連結会計期間よりセグメント情報の区分を見直し、従来の単一セグメントから「ビジネスアライアンス事

業」、「コンセプトマーケティングショップ事業」に変更しております。なお、変更後の区分方法により作成し

た前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、売上高、売上原価と販売費および一般管理費の金額

を遡って正確に抽出することが実務上困難なため、開示を行っておりません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年９月１日
至　平成24年11月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年９月１日
至　平成25年11月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 0.15円 0.13円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 7,731 7,117

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 7,731 7,117

普通株式の期中平均株式数（株） 51,086,405 53,870,909

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額
0.15円 －

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 359,689 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－

　

第４回行使価額固定型新株予約権

　　　　　　　　　　　19,050個

第５回行使価額固定型新株予約権

　　　　　　　　　　　20,000個

第６回行使価額固定型新株予約権

　　　　　　　　　　　19,750個

第７回新株予約権　　　25,000個

なお、新株予約権の概要は「第

３　提出会社の状況　１ 株式等の

状況　（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。　
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（重要な後発事象）

１．親会社及び支配株主の異動に関する件

平成25年12月３日付で、株式会社エスアンドピーが保有する全株式を当社の取締役でもある佐藤辰夫氏へ売却した

事により、議決権の所有割合が変動したため、株式会社エスアンドピーが親会社でなくなり、佐藤辰夫氏が支配株主

となりました。

　

(１) 新たに支配株主となった者の概要

　氏　名 　佐藤　辰夫

　住　所 　愛知県名古屋市熱田区

　上場会社と当該会社との関係

　

　

　当社の社外取締役でもある佐藤辰夫氏は、当社株式を

54.81％（注）所有することとなるため、新たに当社の

筆頭株主及び支配株主となります。

　（注）佐藤辰夫氏の当社株式の保有比率は平成25年12月３日現在のものであります。

(２) 親会社でなくなる株主の概要

　名称 　株式会社エスアンドピー

　所在地 　愛知県名古屋市名東区上社四丁目44番地

　代表者の役職・氏名 　代表取締役　山田勇次郎

　事業内容 　広告代理業、損害保険代理業、投資業

　大株主及び持株比率

　

　株式会社コネクトテクノロジーズ　93.75％

　佐藤辰夫　2.50％　　その他　個人　3.75％　

(３) 異動年月日　      　平成25年12月３日

(４) 変更報告書提出日　　平成25年12月６日

(５) 当該株主の所有株式数及び議決権所有割合

　ア．佐藤辰夫

　 　所有株式数　  議決権所有割合 　大株主順位

　異動前　 ０株　  0.00％ －

　異動後 29,567,400株 54.81％（注） 1位

（注）異動後の議決権所有割合の計算においては、平成25年11月30日現在の総株主の議決権の数（539,426個）

を分母として計算しております。

イ．株式会社エスアンドピー

　 　所有株式数　 議決権所有割合 　大株主順位

　異動前　 31,385,500株　 58.28％（注） 1位

　異動後 ０株　 0.00％ －

（注）異動前の議決権所有割合の計算においては、平成25年８月31日現在の総株主の議決権の数（538,476個）

を分母として計算しております。

　

２【その他】

該当事項はありません。　 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書　  

 

平成26年１月10日　

株式会社コネクトホールディングス　

取締役会　御中

 

アーク監査法人

指定社員  

業務執行社員  
公認会計士 　米 倉　礼 二   印

指定社員  

業務執行社員  
公認会計士 　三 島　徳 朗　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コネク

トホールディングスの平成25年９月１日から平成26年８月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年

９月１日から平成25年11月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年９月１日から平成25年11月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コネクトホールディングス及び連結子会社の平成25年11月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

１．　セグメント情報等に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更し

ている。

２．　重要な後発事象に記載されているとおり、平成25年12月３日付で、株式会社エスアンドピーが保有する全株式を当

社の取締役でもある佐藤辰夫氏へ売却した事により、議決権の所有割合が変動したため、株式会社エスアンドピー

が親会社でなくなり、佐藤辰夫氏が支配株主となった。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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その他の事項

会社の平成25年８月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に

係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成25年１月10日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して平成25年11月27日付けで無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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